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平成28年度までに農業生
産基盤整備地区における
地域の中心となる経営体
への農地集積率を80％以
上へ向上させる 達成度 ％

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

当初見込み

ha

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 24年度

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

定量的な成果目標 成果指標 単位

％

26年度
目標最終年度

908

補正予算

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

１．沖縄県等が実施主体となる事業
　①国営事業等と一体となって実施する地区、②担い手への農地集積の加速化に取り組む地区、③農業の高付加価値化等に取り組む地区のいずれかを
対象とした農地・農業水利施設の整備等（補助率：80%等）

２．市町村、土地改良区等が実施主体となる事業
　　暗渠排水や畦畔除去等の簡易な農地整備や、老朽化した農業水利施設などの補修・更新など地域の実情に応じたきめ細かな整備等（補助率：80％、定
額等）

目標最終年度

- -

4,618 4,666

▲908.1

24年度 25年度

-

ha

成果実績

目標値

267

単位

86％

24年度 25年度 26年度

26年度

25年度

84％-

63

27年度活動見込

99％ 97％

農業生産基盤地区におけ
る地域の中心となる経営体
への農地集積率

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

　本事業は、攻めの農業を実現するため、担い手への農地集積（経営規模の拡大）や大型機械導入による生産コストの削減を図るとともに、作業の効率化
により生み出される余剰労働力を活用した６次産業化や高収益作物の導入等の取組みに不可欠な農地の大区画化・汎用化や農業水利施設の整備を実施
するものである。

前年度から繰越し - 2,390

事業番号

農業競争力強化基盤整備事業に必要な経費 担当部局庁 沖縄振興局 作成責任者

事業開始年度

補助

担当課室 参事官（振興第二担当） 前原　浩一

事業名

会計区分 一般会計 政策・施策名 ４３ 沖縄における社会資本等の整備（政策１２－施策③）

主要経費

27年度

540

-

- - - -

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

沖縄振興特別措置法第105条
土地改良法第85条
土地改良法施行令第50条　他

関係する計画、
通知等

沖縄振興基本方針、沖縄振興計画
食料・農業・農村基本計画
土地改良長期計画

実施方法

2,390

予算額・
執行額

（単位:百万円）

24年度 25年度 26年度

1,995.5

▲1,995.5

-

予備費等

28年度要求

予算
の状
況

当初予算 6,409

公共事業

27年度当初予算 28年度要求 主な増減理由

農用地、水利施設等の整備を実施する面積
（平成26年度の活動実績については集計中）

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

農業競争力強化基盤整備
事業

4,618

- 274.3 -

231.6 205.9

計 4,618 4,666.1

平
成
2
7
・
2
8
年
度
予
算
内

訳

（
単
位
：
百
万
円

）

終了予定なし

活動実績

活動指標

％

定量的な成果目標

翌年度へ繰越し ▲ 2,390

計

費　目

107 108 108

達成度 ％ -

5,434.4

沖縄振興主要政策・施策

平成２７年度行政事業レビューシート 内閣府

執行額

0 7,343.5 6,521.7 5,526 4,666

7,337.7 6,512.4

執行率（％） - 100% 100%

基盤整備を実施した農地に
おける耕地利用率（食料・
農業・農村基本計画の食料
自給率目標に基づき108％
以上と設定。）
（成果目標は事業実施省庁
で全国値を設定。成果実績
は事業実施省庁で全国値
を集計）

平成33年度を目標年度と
し、ほ場整備の要整備量
33,200haに対して
21,600ha、整備率では
65.0％を目標整備量として
沖縄２１世紀ビジョン基本
計画で設定している。

成果実績 ％ - 107

目標値 ％ -

平成２４年度
事業終了

（予定）年度

単位当たり
コスト

算出根拠 単位 24年度 25年度 26年度 27年度見込

執行額（百万円）／活動実績（10ha）

単位当たり
コスト 百万円 - 268 - 268

計算式
執行額/活
動実績 - 7,338/27.4 6,512/集計中 5,526/20.6

4,666.1

　 0074

年度28

27 年度

-

63

- 73 75 80

105

チェック



関
連
事
業

評価に関する説明

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか ○
達成度はいずれも80％を超えており、引き続き指導してい
く。

費目・使途については、事業目的に則した工事費等に限
定している。

事業名所管府省・部局名 事業番号

○

0068

平成24年度

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

○

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか ○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

評　価項　　目

事前に、費用対効果分析や必要性、効率性等の観点から
総合的な評価を行った上で、事業着手している。

平成26年度実績は集計中であるが、平成25年度は当初
予定していた見込みを達成している。

整備された農地では、耕地利用率が向上等し、十分に活
用されている。

コスト縮減に向けた取組を強化している。

‐

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

農業生産基盤の整備・保全は、食料の安定供給等のため
重要な事業である。

本事業は、国民が広く裨益する食料の安定供給の確保や
国土の保全等の多面的機能の発揮に寄与するものであ
り、国費を投入する必要がある。

○

○

○

内閣府においては、沖縄振興を目的とする事業のうち公共事業を中心とする関係事業の全体的な把握、事業相互間の進度調整、計画に沿った事業の推進を
図るため、これらの事業の経費を内閣府に一括計上し、これを事業執行官庁に移し替えて執行する事により、計画実施について効果的な総合調整を行ってい
る。

○

関連する過去のレビューシートの事業番号

　サトウキビを中心とした沖縄県の農業において、農地の大区画化・汎用化や農業水利施設の整備によって作業の効率化を図り、余剰労働
力を活用した６次産業化や高収益作物の導入を図ることは、沖縄振興に不可欠である。
　本事業は、沖縄振興計画における「第3章　基本施策、３　希望と活力にあふれる豊かな島を目指して、（７）亜熱帯性気候等を生かした農
林水産業の振興、カ　亜熱帯・島しょ性に適合した農林水産業の基盤整備」に係る施策として、着実に事業が推進されている。

現
状
通
り

点
検
・
改
善
結
果

備考

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

行政事業レビュー推進チームの所見

事業実施省庁と連携し、事業の有効性・効果について適切に検証すること。
また、事業の進捗状況を的確に把握し、執行実績を適切に概算要求に反映させること。

今後の事業の推進に当たっては、事業実施省庁と連携し、事業の進捗状況を的確に把握した上で、推進して参る所存。

平成26年度

点検対象外

点検結果

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

本事業は、内閣府政策評価における政策分野「１２．沖縄
政策の推進」のうち施策「沖縄における社会資本等の整
備」を担うものであり、優先度の高い事業である。

工事内容や人件費、資材費の変動により工事費が変動す
ることから、年度間の単位当たりコストの比較は適当では
ない。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

‐

新25追加－0007平成22年度

平成25年度

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

-

0072

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

平成23年度

現
状
通
り

-

受益者との負担関係は妥当であるか。

‐

外部有識者の所見

改善の
方向性

　引き続き農林水産省と連携し、事業の進捗状況を的確に把握した上で、本事業の適正な推進に努めたい。

原則、工事においては、一般競争入札を適用している。

土地改良法施工令にて国と地方の負担割合を規定すると
ともに、地方公共団体と農家の負担割合に関する指針を
定めている。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善



※平成26年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

【一般競争入札等】【一般競争入札等】

内閣府

6,512百万円

Ｂ 沖縄総合事務局

6,512百万円

Ｃ 沖縄県

6,512百万円

Ｄ 沖縄県営

（58地区）

4,613百万円

Ｆ 団体営

（28市町村等）

1,899百万円

補助金の交付事務及
び指導監督等の業務

・事業の推進等に必要な事務、指導監
督、調整及び調査検討
・管内の市町村・農業者等の組織する
団体に対する補助金の交付事務及び
指導監督等の業務

Ｇ 民間会社等

（127件）

1,899百万円

【補助】 【補助】

以下の整備に必要な事
務、監督等
畦畔除去等による区画
拡大や暗渠排水等の農
地の整備、農業水利施
設のきめ細かな整備等

Ａ 農林水産省

6,512百万円

予算の移し替え

・畦畔除去等による区画
拡大や暗渠排水等の農
地の整備、農業水利施
設のきめ細かな整備等

以下の整備に必要な事
務、監督等
・区画整理、暗渠排水、
農業用用排水施設等の
整備等

・生産基盤及び施設整備
工事
・工事実施に係る調査測量

Ｅ 民間会社等

（172件）

4,613百万円

・生産基盤及び施設整備工
事
・工事実施に係る調査測量



補助金交付
沖縄県が実施する生産基盤整備等に必要な
補助金

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

A.農林水産省 E.株式会社　川平建設

金　額
(百万円）

費　目 使　途費　目 使　途

6,512 工事費

金　額
(百万円）

西新生地区ほ場整備工事工事（H26-2） 119

B.沖縄総合事務局 F.与那国地区

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

補助金交付
沖縄県が実施する生産基盤整備等に必要な
補助金

6,512 工事費 農業基盤整備に係る工事費 245

計 6,512 計 119

測量試験費 農業基盤整備に必要な調査、測量、試験 11

C.沖縄県 G.株式会社　南西開発

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

事業費
沖縄県が実施する生産基盤整備等に必要な
事業

4,613 工事費 やいま地区草地造成工事 90

計 6,512 計 256

補助金交付
市町村が実施する生産基盤整備等に必要な
補助金

1,899

計 6,512 計 90

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

測量試験費 農業基盤の整備に必要な調査、測量、試験 15

D.西新生地区 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

工事費 農業基盤の整備に係る工事費 433

補償費 農業基盤の整備に必要な補償費 1

計 449 計 0

チェック



支出先上位１０者リスト
A.農林水産省

B.沖縄総合事務局

C.沖縄県

D.沖縄県営

E.民間会社等

3

1 農林水産省 沖縄県及び市町村が実施する精算基盤整備等に必要な補助金の交付等 6,512 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2

6
7

4
5

8
9

10

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 沖縄総合事務局 沖縄県及び市町村が実施する精算基盤整備等に必要な補助金の交付等 6,512 - -

4
5

3

8
9

6
7

10

1 沖縄県 沖縄県及び市町村が実施する精算基盤整備等に必要な補助金の交付等 6,512 - -

2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5
6

3
4

9
10

7
8

2 長中地区 農地の整備 348 - -

3 加治道 水利施設の整備 328 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 西新生地区 水利施設の整備 449 - -

6 イリノソコ 水利施設の整備 261 - -

7 西原第3 農地の整備 243 - -

4 村越1期 水利施設の整備 307 - -

5 西西1期 水利施設の整備 298 - -

10 洲鎌上地 水利施設の整備 203 - -

8 松原南 水利施設の整備 220 - -

9 西西2期 水利施設の整備 205 - -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3 有限会社　沖西建設 西新生地区ほ場整備工事工事（H26-1） 114 49 90％

4 有限会社　丸統重機土木 西原第3地区ほ場整備工事（H26-1） 111 48 90.1％

1 株式会社　川平建設 西新生地区ほ場整備工事工事（H26-2） 119 40 90％

2 有限会社　丸統重機土木 洲鎌上地地区畑地かんがい施設工事（H26-1） 117 47 89.8％

7 有限会社　新里土木 村越1期地区ほ場整備工事（H26-2） 102 47 89.9％

8 有限会社　博愛建設 松原南地区ほ場整備工事（H26-1） 101 40 90.2％

5 有限会社　吉田産業 西西1期地区畑地かんがい施設工事（H26-1） 111 50 90.7％

6 有限会社　仲地建設工業 村越1期地区ほ場整備工事（H26-1） 106 50 89.6％

11 有限会社　大政建設 西原東地区畑地かんがい施設工事（H26-1） 96 47 89.6％

9 勝建設　株式会社 マクソコ地区畑地かんがい施設工事（H26-1） 99 49 90％

10 有限会社　冨廣建設 イリノソコ地区ほ場整備工事（H26-2） 99 50 89.9％



F.団体営

G.民間会社等

支出先上位10社リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 与那国地区 農業基盤の整備 256 - -

4 城辺地区 農業基盤の整備 123 - -

5 久米島第1地区 農業基盤の整備 122 - -

2 南城地区 農業基盤の整備 251 - -

3 伊平屋地区 農業基盤の整備 152 - -

8 竹富地区 農業基盤の整備 62 - -

9 うるま地区 農業基盤の整備 60 - -

6 やいま地区 草地等の基盤整備 121 - -

7 南大東地区 農業基盤の整備 76 - -

10 中城地区 農業基盤の整備 59 - -

1 株式会社　南西開発 やいま地区草地造成工事（その１） 90 16 96.8％

2 株式会社　太名嘉組 平成25年度阿波北沢貯水地改修工事 85 5 99.3％

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

5 有限会社　沖匠 城辺地区農道舗装工事 44 2 88.8％

6 株式会社　南西建設 福原農業用用排水施設工事 42 15 96.8％

3
共和産業　株式会社・有限会
社　西里建設特定建設工事共

城辺地区農用地保全整備工事 68 13 87.7％

4 勝建設　株式会社 平良地区農道舗装工事 49 2 88.6％

9 米元建設工業　株式会社 与那国地区農道舗装工事（2工区） 33 3 97.4％

10 有限会社　山里土建 農道真我里4号線舗装工事 31 5 98.9％

7 仲島建設　株式会社 与那国地区農道舗装工事（4工区） 38 3 97.4％

8 南西開発　株式会社 小浜地区営農雑用水施設設置工事（1号貯水地） 37 10 97.7％

11 (有)大宜味組 与那国地区農道舗装工事(H26-3工区) 29 3 96.2％
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